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２B０２ 

地域発イノベーション創出の PDCA： 

産総研地域センターの取り組みを事例にして 

 
○中村 修（国立研究開発法人 産業技術総合研究所） 

 
要旨：国立研究開発法人産業技術総合研究所（産総研）は、イノベーション創出のための橋渡し機関と

して機能するためのミッションをさらに明確にすべく、第４期中期目標期間では「橋渡し研究」の展開

を重点目標に掲げている。産総研の地域センターは、地域の産業集積などの特徴を踏まえて看板研究テ

ーマを設定して最高水準の研究開発を行うとともに、地域の経済産業局や公設研究機関等と連携して地

域の中小・中核企業のニーズを把握して、オール産総研による技術の橋渡しを行って地方創生に貢献す

ることを目指している。本セッションでは、産総研中国センターがコーディネートして進めている NEDO

プロの「ロボット活用型市場化適用技術開発」等を事例にして、地域発イノベーション創出の PDCA に

ついて議論する。 

 

１． 産総研のミッション 

産総研は、２００１年旧通商産業省の工業技術院に所属していた１６の研究所等を統合して発足以

来、一貫して基礎から実用化まで連続的に研究を行う「本格研究」を推進してきた。最終目標の持続

可能な社会の構築を実現するために、さまざまなオープンイノベーションプラットフォームを提供し

ながら、これまで培ってきた産総研のコアコンピタンスを統合して、豊かで環境に優しい社会を実現

するグリーン・テクノロジーおよび健康で安全な生活を実現するライフ・テクノロジーを確立し、そ

れを社会に届けることを目指している。産総研は産業界や社会との連携をさらに深めて社会的・経済

的価値に繋がるイノベーションを創出するために、第４期を迎えた昨年度から特に「橋渡し」機能を

充実すべく、これまで以上に技術コンサルティング、人材育成、研究資料提供・技術情報開示・ライ

センス供与、設備・装置施設提供、受託研究・共同研究、および事業化支援に力を入れているところ

である。 

 

２． 地域のステークホルダーとの連携 

産総研は、研究成果を社会に届けるための「橋渡し」活動として、「10 x 200 x 3000 の総合力」で

地域産業の支援に取り組んでいる。即ち、地域センターを含む全国１０カ所の研究拠点が、オール産

総研のワンストップ窓口となり、イノベーションコーディネータを中心とする２００名のスタッフが

コンシェルジェとなって企業からのさまざまなご要望を聞いて、３０００名のスタッフで応えようと

いうものである。 

現在私が所属する産総研中国センターでも、中国経済産業局、中国経済連合会、自治体、大学、公

設研、ちゅうごく産業創造センター等の支援機関といった様々なステークホルダーとの連携を構築し

ている。ただ、私が所長として赴任した２０１１年４月時分、中国センターは呉市から移転してきて

２年目で、地域における認知度は高くなく、たとえばサポインも一件も提案できないような状況であ

った。これではいけないと思い２０１２年１月に立ち上げたのが、産総研中国センター友の会（産友

会）である。（図１）その準備のために、中国５県の５００社に及ぶ企業にアンケートを送ったものの、

反応はいまひとつであった。中国センターの看板研究はバイオマス利用技術であるが、中国センター

にない技術でも中国センターが窓口となって全国の産総研の研究者に繋ぐことを訴えて会員を募り、

今や２００社を超える中堅・中小企業の会員を有するほどになり、ようやく地域企業の課題を把握す

る体制が整った次第である。 

 

３．地域課題をくみ上げるスキームの確立 

産友会の活動としては、毎月メルマガを発行して、月毎に定めたビッグデータ、３Ｄプリンター、

水素関連技術、超精密計測、人工知能、機能性食品、インダストリー4.0 といった産総研の技術シー

ズ、経産省の補助金、各種イベント等の情報を発信するとともに、会員訪問やメールの問い合わせに

より、企業が抱えている課題の把握に努めている。把握された課題は、それを解決するにふさわしい
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技術シーズを有する研究ユニットおよび研究者と連絡を取って、文字通り「橋渡し」を行う。うまく

技術が噛み合えば連携をさらに進めて共同研究へと導き、その成果を基に適宜様々な補助金に応募す

るためのサポートをして、企業の開発資金獲得に貢献している。 

 

 
 

図１．産総研中国センター友の会（産友会） 

 

４．本格研究ワークショップの開催 

地域連携の事例を紹介すべく、本格研究ワークショップを開催した。一例を挙げると、平成２４年

１１月に開催した「本格研究ワークショップ in 広島」では、「中国地域のものづくり技術のオープン

イノベーション」と題して、センサー計測技術の連携で広島県呉市の企業と産総研九州センターの生

産計測技術研究センター（当時）、微細加工技術の連携で岡山県井原市の企業と産総研東北センターの

コンパクト化学システム研究センター（当時）、および製造プロセス技術の連携で鳥取県鳥取市の企業

とつくばセンターのサービス工学研究センター（当時）とのマッチングの事例をそれぞれ紹介した。

また、「ひろしま生産技術の会」の会長を務めていたヒロテック(株)の鵜野相談役に、「ものづくりの

今後と産総研への期待」というタイトルで基調講演をお願いした。基調講演をいただくにあたり、当

時産総研つくばセンターで開催されていた「産総研オープンラボ」に招いて、産総研のロボット技術

開発の現場をみていただいた。その見学を踏まえて、産総研には中小企業目線の技術開発にも心を砕

いていただきたいとの強いメッセージをいただき、それが後段で紹介するランダムピッキングロボッ

トシステム開発の共同研究に進むきっかけとなった。 

 

５．地域センターの連携 

紹介したセンサー計測技術の連携は、具体的には呉市のグローバルニッチトップ企業に選ばれたシ

グマ(株)とのマッチング事例で、もともと産総研発足前の中国工業技術センターで開発された技術を

駆使して、自動車部品の細い穴の中の欠陥検査に威力を発揮するレーザー検査装置「穴ライザー」が

開発されていたが、検査精度の向上によって、性能上問題でない汚れも傷として認識する過剰判定が

製品の歩留まりを下げてビジネスにとっては大きな課題になっていたので、装置内の汚れを拾わない

検査装置の開発の相談を受けた次第である。それを九州センターに繋いで欠陥と汚れを区別する改良

型の検査装置の開発に成功し、平成２７年の６月に製品の販売を開始した。それに至るまでに、九州

センターと協力して、産総研の中小企業スタートアップ支援事業を申請してシグマ（株）の支援活動

費を賄い、ものづくり補助金を獲得して穴ライザーIV の製品化に繋げていったのである。その後、さ

らにサポイン事業を活用して、製品管理も可能な次世代型の検査装置穴ライザーV を開発中で、連携

した地域企業が国際標準獲得を視野にいれたＩｏＴ時代に対応可能な検査装置を開発するに至ってい

るのである。（図２） 

 

６．NEDO プロジェクト提案の事例 
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経産省は、新事業・新産業を生み出す地域イノベーションの推進について、これまでの地域クラス

ターの反省として、各プレーヤーの役割が不明確であるとともに、ミッションの達成に全力を傾注す

る仕組みがなかったこと、地域完結主義に陥りがちであったこと、各プレーヤー間で人材や技術を流

動化する仕組みがなかったと考察し、新たな方向性として、各プレーヤーのコミットメントを最大限

に引き出す仕組みづくり、全国の資源を積極的に活用する仕組み、橋渡し後期研究段階では研究委託

を基本とすることにより人材や技術を流動化することが肝要であるとし、目利き人材により地域のニ

ーズと全国の技術シーズを効率的・効果的にマッチングすることが重要であると指摘した（産業技術

競争力会議 実行実現点検会合 平成２７年１２月１１日）。地域イノベーションの取り組み事例とし

て、広島県の「地域部品メーカーのためのランダムピッキングロボットの共同開発」の事例が紹介さ 

 

シグマ株式会社（呉市のＧＮＴ企業）がレーザー検査装置の商品化に成功

穴ライザー Ⅲ：産総研中国センターの技術シーズ（レーザー反射光取込技術）を橋渡し
レーザー装置で内部の欠陥を短時間に低コストで検出する検査装置を製品化（１２０台販売）

穴ライザー Ⅳ：産総研九州センターの技術シーズ（紫外レーザー光による欠陥／汚れ識別技術）を橋渡し
ものづくり補助金を活用して、欠陥と汚れを区別する改良型の検査装置を製品化（平成27年6月販売開始）

穴ライザー Ⅴ：産総研九州センターの技術シーズ（欠陥検出／穴計測同時実行アルゴリズム）を橋渡し
サポインを活用して、製品管理も可能な次世代型検査装置を開発中

【ニーズ】
自動車重点部品（トランスミッ
ション/エンジン等）には細い
穴が多く、製品検査においては、
検査員が目視したり内視鏡で製品
内部の欠陥を確認していた。

【課題】
従来の方法では、コストと時間が
かかり、また検査にばらつきが
あった。

穴ライザーロボット

 
 

図２．自動車部品の細い穴の内面の欠陥の自動検査装置開発 

 

課題︓⼈⼿に頼っている部品のピッキングの⾃動化
• ひろしま⽣産技術の会（広島県内の⾃動⾞部品メーカー︓ヒロテック(株)ほか）において、⽣産性の
⼤幅向上に向けて、24時間365⽇無⼈稼動⽣産ラインを実現したいニーズあり。

• しかしながら、現状、部品のピッキングする⼯程がどうしても⼈⼿に頼らざるを得ず、⼤きな課題。
⇒産総研、公設試等が連携して以下の役割分担で課題解決に向け取組を開始
【全体コーディネート】 産総研中国センター 【要素技術開発】 産総研つくばの研究部⾨
【固有技術開発・検証】 地元企業 【企業の技術開発⽀援】 公設試 【実⽤化⽀援】 県、経産局

実⽤化⽀援

ひろしま⽣産技術の会 （ヒロテック、ダイキョーニシカワ、シグマ、ワイテック等）
・固有技術開発 ・システム検証・実⽤化

広島県⽴総合技術研究所
・企業の技術開発や
検証を⽀援

産総研知能システム研究部⾨（つくば）
・基盤技術研究開発
- 計測・検出技術
- 把持・動作計画技術
- システム化技術

共同研究

交流・問題解決型⽀援
交流・技術開発型⽀援

技術開発

技術応⽤

技術展開

産総研 中国センター

広島県 経産省 中国経済産業局
実⽤化⽀援

全体コーディネート

経産省 技術戦略マップ

平成２７年度 ＮＥＤＯプロ
「ロボット活用型市場化適用技術開発プロジェクト」に採択  

 
図３．中小企業支援のためのランダムピッキングロボットシステムの共同開発 
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２Ｂ０４ 

 

中小企業のイノベーション創出への公的支援に関する一考 
 

○林 聖子（亜細亜大学都市創造学部） 

 
１．はじめに 

国内企業の 99.7%を占める中小企業1がイノベーションを創出することは、地域産業振興に必須であ

る。中小企業は大企業に比して経営リソースに限りがあるため2、独自にイノベーションを創出するのが

難しい場合があり、中小企業のイノベーション創出のためには各種支援が必要である。その一つが産学

連携であり、東北大学大学院工学研究科堀切川一男教授（以下「堀切川教授」と記す）が地方公共団体

非常勤職員として中小企業のイノベーション創出を支援し、中小企業がイノベーションを複数創出して

いる仙台堀切川モデル3,4、福島堀切川モデル5、宮城おおさき堀切川モデル6の取り組みがある。堀切川

教授が地方公共団体非常勤職員として中小企業のイノベーション創出を支援しているこれらの公的支

援では、支援先中小企業が次々とイノベーションを創出している。なぜ、堀切川教授による支援ではそ

れができるのだろうか。従来の公的支援と何が異なるのだろうか。一般的に産学連携による企業との新

製品開発において、大学教員は求められる専門知の提供を行うが、堀切川教授の取り組みは専門知の提

供のみでは無いように見受けられる。これらの問題意識から、仙台堀切川モデルと福島堀切川モデルと

宮城おおさき堀切川モデル等の取り組みを分析し、中小企業のイノベーション創出への公的支援のあり

方について考察することを本研究の目的とする。 
 なお、本研究では新たな価値を創造することをイノベーションと考え、新製品を開発し、市場で流通

させること 4、あるいは、自社製品開発により自社の強みたる技術等を PR することで新たな受注を確
保する等、新たな経済的価値を生み出すことをイノベーションの本稿における概念に含めることとする。 
 
２．堀切川モデルについて 

（１）堀切川教授 

 トライボロジーが専門の堀切川教授は若い頃、ご自身の基礎研究において世界初の複雑な磨耗のメカ

ニズムを体系的に表す「磨耗形態図」を提案されている。東北大学工学部助教授から山形大学工学部助

教授へトラバーユされた頃、ご自身の基礎研究を実用化して社会貢献したいとの思いが強くなられ、企

業からの技術相談の際には専門知に加えて、事業化へのアイディアや構想を提案されてきた7。本稿では、

事業化へのアイディアや構想を「構想知」と称することとする。堀切川教授はこれまでに企業から（80%
以上が中小企業）から無料技術相談 2000 件以上に対応されている。山形大学時代には地域中小企業と
長野オリンピック日本ボブスレーチーム用国産初の超低摩耗ボブスレーランナー「長野スペシャル」、

米油製造後に残る脱しぬかから硬質多孔性炭素材料「RB セラミックス」等、専門知と構想知をセット
で提供していた。堀切川教授はこれまでに３タイプの堀切川モデルの取り組み成果も含めて、堀切川教

授の中小企業等との産学連携による新製品開発実績は 2016年 5月末までに 107件である8,9。 
（２）仙台堀切川モデル 

 2003 年東北大学総長、東北経済連合会会長、宮城県知事、仙台市長の 4 者で開催されたトップ会談
「産学官連携ラウンドテーブル」で、東北大学教員が産学官連携により地域貢献を行うことが合意され

た。仙台市では山形大学時代に中小企業との新製品開発実績の多い、堀切川教授を仙台市地域連携フェ

ローの一人に依頼し、2004 年 4 月から活動がスタートした。当初、メンバー（堀切川教授、仙台市産
業振興事業団ビジネス開発ディレクター村上雄一氏（以下「村上氏」と記す）、仙台市産学連携推進課

担当者）のみが決まっており、制度設計は無く、何をするかを考えるのが堀切川教授の最初の仙台市地

域連携フェローの仕事であった。まず、「何か困ったことはありませんか」と地元の中小企業を訪問す

る「御用聞き型企業訪問」を開始した。堀切川教授が訪問時に専門知で企業の課題を即座に解決するこ

ともあれば、企業側で課題解決できず、新製品一歩手前で棚上げ案件について相談を受け、堀切川教授

の専門知等で新製品を開発できたこともあった。堀切川教授コーディネートによる地域企業技術者向け

のサロン形式セミナー「寺子屋せんだい」を 2005年 1月から開始し、2016年 8月 4日には 105回目
を開催している。仙台市地域連携フェローには複数名が就任し、業務内容が異なり、さらには堀切川教

授がご自身の産学官連携の取り組みを横展開されたいとのお考えがあることからも、「御用聞き型企業

れている。（図３） 

これは人手に頼っている部品のピッキングの自動化により、２４時間３６５時間無人稼働を実現し

て生産性の向上を目指したいという明確な課題であった。そこで、産総研つくばセンターの知能シス

テム研究部門に繋いで、中小企業が導入可能な低コストのランダムピッキングロボットシステムの開

発に向けて、産総研内の競争的資金である産総研戦略予算（平成２５-２７年度）に筆者がプロジェク

トリーダとして提案して採択され、基盤技術である計測・検出技術、把持・動作計画技術、システム

化技術の開発を展開した。その成果を基に、広島県立総合技術研究所にも参画してもらいながら、平

成２７年度の「ロボット活用型市場化適用技術開発プロジェクト」に応募して採択された。広島県に

は、産総研中国センター近くの施設にひろしま産学共同研究拠点を準備いただいて、ここに産総研の

つくばの研究者等が集いながら開発を続けている。本課題を進めるに当たり、広島県や企業の研究員

につくばの研究ユニットで研修を受けていただきながら、人材育成も進めているところである。 
 

７．考察 

地域発のイノベーション創出の第一歩は地域の課題を如何に効率的・効果的に抽出するかであり、

次に抽出した課題を適切な部署に繋いで事業化をサポートすることが地域センターに求められるミッ

ションである。地域に埋もれているニーズを解決するための斬新な解決モデルは、他の地域ひいては

世界に通用するイノベーション創出につながると確信している。地域企業との連携による新しい価値

創造の合言葉として、「技術 x 連携=革新」を掲げて活動を展開してきたが、今度とも地方創生に向け

て地域発のイノベーション創出に資する良い事例を取り上げていくことが肝要である。 

参考までに、鳥取県に本社機能を置く(株)レクサー・リサーチが産総研および東京大学と連携して

進めているＮＥＤＯプロジェクト「超並列シミュレーションによる動的全体最適技術の開発」を紹介

したい（図４）。従来の量産マネジメント手法では多品種少量生産への迅速な対応が困難であり、作業

計画をシミュレーションで最適化するとともに、量産中でも常に変化する事態に対応できる動的最適

化生産システムを開発しようとするものである。本プロジェクトも、産総研中国センターがコーディ

ネートしたもので、ＩｏＴ時代のモノづくりシステムの構築に向けて、先進的な取り組みであると自

負している。 

 

＜概要＞

ロボットの最大活用のためには、要素技術開発と共に、生産工場全体における各ロボットの挙動の最適なマネジメント
がキーであるが、インダストリー４．０を含めて、これらの技術は確立していない

そこで、生産シミュレーション技術をコアとして、リアルタイムに全体最適を進めることができる統合最適化型生産シス
テム技術を開発する。

＜開発内容①：動的最適化生産マネジメントシステム＞

生産工場の状態を生産シミュレーション演算の途中状態とし
てインプットするサイバーフィジカル・システムを開発し、生産
計画の遅れが及ぼす影響を生産シミュレータで評価する。

＜開発内容②：生産計画最適化システム＞

各生産モデルの特徴に注目し、効率的に解空間を探索する
ために、どの個体を優先して計算するかに関して順序を与え
る手法を開発する。これをクラウド上で超並列に動作する生
産シミュレータ群の最適化コントローラに適用し、リアルタイム
に生産計画を最適化することを実現する。

＜期待される効果＞

生産計画を最適化しながら生産を続けることで、設備停
止や特急品対応による生産性低下やリードタイム遅延を
防ぎ、安定にロボット生産ラインを稼働させることを実現
する。

開発内容のイメージ

超並列シミュレーションにより
動的全体最適に動作するロボットシステム

 
 

図４．超並列シミュレーションによる動的全体最適技術の開発 




